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当社では「岩手県内企業設備投資計画調査」を実施し、県内企業における設備投資の実

績や今後の計画等について調査を行った。 

調査要領は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．2025 年度の実績 

（１）設備投資実績の有無 

2025 年度に設備投資実績があ

った企業の割合は前年比 2.7ポイ

ント（以下、ｐ）減の 59.1％とな

った。前年からやや低下したもの

の、24 年度（61.8％）や 22 年度

（60.9％）に次いで６割近い水準

となり、企業の設備投資には引き

続き明るさが見られた（図表１）。 

産業別に見ると、「実績あり」は

製造業で 63.3％となったほか、非

製造業も建設業で 65.5％となる

など３業種全てで半数以上とな

った。 

（２）設備投資実績額の増減 

次に、25 年度の設備投資実績があった企業における実績額の増減（前年比）について

岩 手 県 内 企 業 設 備 投 資 計 画 調 査  

―  ２０２６年 ４月 調 査  ―  

【 調 査 要 領 】 

１．調査内容 

2025 年度の設備投資実績および 26 年度の計画等 

（原則として、設備投資額は調査対象期間中の工事進行額でとらえた「工事ベース」を基準と 

する。また、ソフトウェア投資額を含む） 

２．調査時期・方法 

26 年４月・Ｗｅｂ、郵送 

３．調査対象企業 

県内企業 332 社 

４．回収状況  

（１）回収率 48.8％（162社） 

（２）回答企業数 製造業   49 社 

非製造業 113 社（建設業 30、卸・小売業 54、運輸・サービス業 29） 
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図表１ 設備投資実績の有無 

(注) 2023、24 年度は全産業 
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は「増加」が 34.4％、「同程度」

が 44.1％、「減少」が 21.5％と

なった（次ページ図表２）。 

産業別に見ると、製造業は

「増加」が３割を超えたほか、

「同程度」は 35.5％と最も高

い割合となった。非製造業では

「増加」と「同程度」を合わせ

た割合は８割以上となり積極

的な動きが見られた。「増加」

は卸・小売業と運輸・サービス

業で約３割となるなか、建設業

は 47.4％と相対的に力強さが

示された。 

（３）設備投資の内容 

設備投資の内容については

「機械・装置」が 71.3％で最も

多く、次いで「車両運搬具」が

43.6％、「建物・構築物」が

39.4％などとなった（図表３）。 

前年同期調査（25 年４月）と

の比較では、「車両運搬具」が二

桁台の上昇となった一方、「建

物・構築物」と「無形固定資産」

は低下した。 

（４）設備投資の目的 

設備投資の目的については、

「設備更新」が 75.5％で最も多

く、次いで「省力化・合理化」

が 36.2％、「デジタル化」が

21.3％などとなった（図表４）。 

前年同期調査との比較では「省

力化・合理化」と「デジタル化」

に伸びが見られ、人手不足などへの対応に向けて省人化や省力化を図る動きがみられる。 

図表２ 設備投資実績額の増減（2025 年度） 

(注) 四捨五入の関係で合計が 100％にならない場合がある 
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図表４ 設備投資の目的（25 年度、複数回答） 

(％、ポイント)

2026年４月

製造業 非製造業

設備更新 75.5 83.9 71.4 1.3

省力化・合理化 36.2 54.8 27.0 8.1

デジタル化 21.3 16.1 23.8 5.6

販売促進 19.1 12.9 22.2 4.5

生産増大 13.8 19.4 11.1 0.3

省エネルギー 7.4 6.5 7.9 ▲ 3.8

新製品・商品開発 5.3 12.9 1.6 1.9

脱炭素 4.3 0.0 6.3 2.1

新分野への進出 3.2 6.5 1.6 2.1

その他 6.4 0.0 9.5 ▲ 6.0

目　　的
前年同期

調査比

図表３ 設備投資の内容（25 年度、複数回答） 

(％、ポイント)

2026年４月

製造業 非製造業

機械・装置 71.3 96.8 58.7 0.5

車両運搬具 43.6 35.5 47.6 13.3

建物・構築物 39.4 32.3 42.9 ▲ 2.2

無形固定資産 17.0 12.9 19.0 ▲ 3.2

その他 10.6 0.0 15.9 1.6

内　　容
前年同期

調査比
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２．2026 年度（上期・下期）の設備投資計画 

（１）設備投資計画の有無 

2026 年度上期の設備投

資計画については、「計画

決 定 」 と し た 企 業 が

25.3％、「計画検討」も

25.3％、「実施しない」が

21.0％、「未定」が 28.4％

となった（図表５）。「計画

決定」と「計画検討」を合

わせた割合は 50.6％とな

り、前年同期調査（53.7％）

を下回った。 

産業別に見ると、製造業

は「計画決定」と「計画検討」

が 59.2％と前向きな姿勢が

示されている一方、非製造

業は「計画決定」と「計画検

討」が５割を下回り弱さが

見られる結果となった。 

また、26 年度下期は６割

超の企業が設備投資の有

無を決定しており、「計画

決定」と「計画検討」の合

計は 42.5％となった。 

産業別に見ると、製造業

は「計画決定」と「計画検

討」が 56.3％となった一

方、非製造業は「計画決定」

と「計画検討」が 36.6％に

留まった。 

（２）設備投資計画額の増減 

26 年度上期の設備投資計画を「計画決定」もしくは「計画検討」とした企業におけ

る計画額の増減（前年同期比）については「増加」が 43.0％、「同程度」が 40.5％、
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図表５ 設備投資計画の有無 

(注) １．（ ）内は計画がある企業の割合 

２．四捨五入の関係で合計が一致しない、あるいは 100％に 

 ならない場合がある 

図表６ 設備投資計画額の増減 

(注) １．（ ）内は「増加」と「同程度」の合計  

２．四捨五入の関係で合計が一致しない、あるいは 100％に

ならない場合がある 
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「減少」が 10.1％などとなり、前年並みもしくはそれ以上の投資を計画する企業が８

割を上回った（前ページ図表６）。 

また、26 年度下期の増減（前年同期比）は、「増加」と「同程度」の合計が７割以上

となった。 

産業別に見ると、製造業は 26 年度の上期で「増加」が約６割となり、前年並みもし

くはそれ以上の投資を計画する企業は９割超となった。また、下期は「増加」と「同

程度」を合わせた割合が８割弱となった。非製造業は 26 年度の上期と下期で前年並み

もしくはそれ以上の投資を計画する企業がそれぞれ７割を超えた。製造業、非製造業

とも投資マインドは強気な状況となっていることが窺われる。 

（３）設備投資の内容 

26 年度に計画されている設備投資計画の内容については「機械・装置」が 71.6％で

最も多く、次いで「建物・構築物」が 35.8％、「車両運搬具」が 34.6％などとなった

（図表７）。 

前年同期調査との比較では、

「機械・装置」や「車両運搬具」

などが上昇した一方、「建物・

構築物」が前年を下回った。 

（４）設備投資の目的 

設備投資の目的について

は、「設備更新」が 80.2％で最

も多く、次いで「省力化・合理

化」が 27.2％、「販売促進」が

21.0％と続いた（図表８）。 

前年同期調査と比べると、

「設備更新」が 10ｐ超の上昇

となったほか、「販売促進」や

「デジタル化」も比較的高い

伸びとなり、既存設備の維持

や補修を主な目的とする中

で、需要の掘り起こしに加え

て業務の効率化を見据えた

投資を検討する動きがみら

れる。 

（コンサルタント 菊池 祐美） 

図表８ 設備投資計画の目的（26 年度、複数回答） 

(％、ポイント)

2026年４月

製造業 非製造業

設備更新 80.2 93.5 72.0 12.0

省力化・合理化 27.2 45.2 16.0 0.1

販売促進 21.0 9.7 28.0 8.1

生産増大 19.8 38.7 8.0 3.3

デジタル化 17.3 16.1 18.0 6.7

省エネルギー 7.4 12.9 4.0 ▲ 3.2

新製品・商品開発 6.2 9.7 4.0 3.8

新分野への進出 3.7 6.5 2.0 1.3

脱炭素 2.5 6.5 0.0 0.1

その他 11.1 3.2 16.0 5.2

目　　的
前年同期

調査比

図表７ 設備投資計画の内容（2026 年度、複数回答） 

(％、ポイント)

2026年４月

製造業 非製造業

機械・装置 71.6 96.8 56.0 9.2

建物・構築物 35.8 41.9 32.0 ▲ 5.4

車両運搬具 34.6 22.6 42.0 7.5

無形固定資産 12.3 6.5 16.0 2.9

その他 8.6 3.2 12.0 2.7

未定 1.2 0.0 2.0 0.0

内　　容
前年同期

調査比
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【調査要領】 

〇 調査内容 

・夏季ボーナスの受取予想 

・夏季ボーナスの使途 

・買い物の内容および購入場所 

・貯蓄・投資の目的および方法 

〇 調査時期：2026 年５月 

〇 調査対象者：県内の給与所得者 

〇 調査方法：インターネットリサーチ 

〇 有効回答者数：438 人 

〇 回答者属性：右表のとおり  

 

 

 

当社では県内の消費動向を把握する観点から、給与所得者を対象に 2026 年の夏季ボー

ナスの支給見通しや使い道などについてのアンケート調査を実施した。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．受取予想 

●明るさが見られる一方、二極化の傾向 

2026 年夏季ボーナスの受取予想は「前年並み」の支給があるとする回答が 58.6％（前

年調査比 6.5 ポイント（以下、ｐ）減）で最も多く、次いで「増加」が 25.1％（同 4.7

ｐ増）、「減少」が 12.2％（同 0.5ｐ増）、「支給なし（※前年は支給あり）」が 4.1％（同

1.3ｐ増）となった（図表１）。「前年並み」

の割合が低下した一方、「増加」と「減少」、

「支給なし」は上昇した。  

性別で比較してみると、男性は「前年並

み」と「支給なし」は低下し、「増加」と「減

少」が上昇した。また、女性は「前年並み」

が 10ｐ以上の低下となり「減少」も前年を

下回った一方、「増加」と「支給なし」が上

昇した（次ページ図表２）。 

職業別に見ると、民間（会社員）は「前

年並み」が低下し、「増加」と「減少」、「支

給なし」は上昇した（同）。また、公務員は

「前年並み」が 10ｐ以上低下した一方、「増

加」が上昇したほか、「減少」「支給なし」

もわずかながら前年を上回った。「増加」

は同 8.9ｐの上昇となり、これは前年の人

２０２６年 夏 季  岩 手 県 内 ボーナス調 査  

図表１ 夏季ボーナスの増減予想 
(全体、2022～26 年) 

(注 )１．２年連続で支給がない回答者を除く構成比  

２．「増加」は新卒者など前年の支給がなかった 
場合を含む 

３．四捨五入の関係で合計が 100％にならない 
場合がある 

13.5

26.1

26.5

20.4

25.1

66.7

61.7

58.2

65.1

58.6

18.6

11.0

12.5

11.7

12.2

1.3

1.1

2.8

2.8

4.1

0 50 100

22

23

24

25

2026

％

増加 前年並み 減少 支給なし

(注 )四捨五入の関係で合計が 100％にならない 

場合がある  

回答
者数

構成比
平均
年齢

人 ％ 歳

438 100.0 46.0

男 性 294 67.1 47.4

女 性 144 32.9 43.2

民 間 （ 会 社 員 ） 364 83.1 45.9

公 務 員 74 16.9 46.6

独 身 186 42.5 43.9

既 婚 252 57.5 47.6

30 歳 未 満 35 8.0 -

30 歳 台 79 18.0 -

40 歳 台 146 33.3 -

50 歳 台 148 33.8 -

60 歳 以 上 30 6.8 -

全 体

性 別

職業別

独 身 ・
既婚別

年 齢
階級別
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事院勧告で国家公務員の基本給が増加したほかボーナス支給率（月数）も引き上げられ、

また、本県の人事委員会勧告においても同様の内容となったことを反映したものとみら

れる。 

年齢階級別では、30 歳未満は「増加」が前年を上回り半数を占めたほか、「支給なし」

の回答がなかった（図表２）。また、30 歳台は「前年並み」と「支給なし」が上昇した一

方、「増加」が前年を下回ったほか「減少」もわずかながら低下した。40 歳台と 50 歳台

は「前年並み」が 10ｐ以上の低下となり「増加」が上昇した。 

今回のボーナス受取予想は、賃上げの動きが継続していることなどを背景に民間、公

務員ともに「増加」の割合が上昇し、全体として「増加」が約４分の１を占めるなど明

るさが見られる。一方、企業においては物価の高騰や人件費の上昇などコスト負担の増

加が収益の圧迫につながっている状況があることなどから「減少」と「支給なし」の割

合もそれぞれ前年から上昇しており、二極化した状況となっている。 

 

２．使 途 

●「生活費の補填」が伸長、生活防衛の意識が窺われる結果 

次に、ボーナス支給があるとした回答者に対して、その使途について尋ねた（複数回

答）ところ、全体では「消費」と答えた人の割合が 70.9％（前年調査比 0.4ｐ増）で最

も多く、次いで「貯蓄・投資」が 52.7％（同 2.0ｐ減）、「返済」が 24.5％（同 2.6ｐ減）

となった（次ページ図表３）。 

「消費」の中身を見ると、「生活費の補填」が 39.8％と最も高く、次いで「買い物」が

28.2％、「旅行・レジャー」が 21.6％などとなった。性別で見ると、男性は「生活費の補

填」や「旅行・レジャー」が上昇した一方、「買い物」「趣味・娯楽」「外食」などが低下

(注 )１．２年連続で支給がない回答者を除く構成比 ２．「増加」は新卒者など前年の支給がなかった場合を含む  

３．年齢階級別の 60 歳以上は回答者が少ないため省略する ４．四捨五入の関係で合計が 100％にならない場合がある  

■性別・職業別                  ■年齢階級別 

図表２ 夏季ボーナスの増減予想(2025、26 年) 
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民 間
(会社員)

公務員

50.0

41.1

21.4

28.9

24.0

18.6

26.3

9.7

36.7

39.3

52.9

51.8

62.4

73.1

66.7

77.4

13.3

14.3

14.3

14.5

11.2

7.1

5.3

10.5

5.4

11.4

4.8

2.4

1.3

1.8

2.4

0 50 100

2026

25

26

25

26

25

26

25年

％

増加 前年並み 減少 支給なし

30歳

未満

30歳台

40歳台

50歳台
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した。また、女性は「生活費の補填」が 10ｐ以上上昇した一方、「買い物」「旅行・レジ

ャー」「趣味・娯楽」などは前年を下回った。さらに、独身・既婚別に見ると、独身、既

婚とも「生活費の補填」が上昇した一方「買い物」や「趣味・娯楽」は低下したほか、

独身は「旅行・レジャー」も前年を下回った。 

物価の上昇の影響などから「生活費の補填」が伸長したほか、「買い物」をはじめとし

て「旅行・レジャー」「趣味・娯楽」「外食」などは軒並み低下するなど生活防衛の意識

が窺われる結果となった。  

 

３．買い物の動向  

（１）内 容  

●生活必需品が伸長 

買い物の内容について

は、「衣服・身の回り品」が

62.2％（前年調査比 5.1ｐ

増）と最も高い割合となった

（図表４）。また、使途で「生

活費の補填」が伸長したとお

り、買い物の内容でも「飲食

料品」と「家庭用品・日用消

耗品」といった生活必需品が

前年を上回って上位となっ

た。一方、「趣味・娯楽用品」

は大幅に前年を下回ったほ

か、「家具・インテリア」や

「情報通信家電」なども低下

した。 

図表４ 買い物の内容および購入場所(複数回答) 

(注 )１.「買い物」を選択した回答者に占める構成比  
２．「大型専門店・量販店」は家電大型専門店、ホームセンター、 

ドラッグストアなど、「一般小売店・専門店」は単独店舗の  
路面店などを指す  

単位：％、ｐ

全体

前年比 男性 女性 独身 既婚

衣 服 ・ 身 の 回 り 品 62.2 5.1 53.7 80.6 58.3 64.5

飲 食 料 品 36.7 4.4 38.8 32.3 38.9 35.5

家 庭 用 品 ・ 日 用 消 耗 品 29.6 8.5 34.3 19.4 19.4 35.5

趣 味 ・ 娯 楽 用 品 18.4 △ 15.4 17.9 19.4 27.8 12.9

生 活 家 電 18.4 4.1 14.9 25.8 16.7 19.4

自 動 車 17.3 7.5 14.9 22.6 11.1 21.0

家 具 ・ イ ン テ リ ア 14.3 △ 3.7 16.4 9.7 13.9 14.5

情 報 通 信 家 電 10.2 △ 6.3 6.0 19.4 11.1 9.7

医 薬 品 ・ 化 粧 品 7.1 △ 4.9 6.0 9.7 8.3 6.5

Ａ Ｖ 家 電 4.1 △ 5.7 6.0 - 5.6 3.2

そ の 他 1.0 △ 2.0 - 3.2 - 1.6

大 型 専 門 店 ・ 量 販 店 57.1 3.0 58.2 54.8 47.2 62.9

大型ショッピングセンター 55.1 △ 0.5 49.3 67.7 44.4 61.3

インターネット・ 通信販売 40.8 △ 6.6 38.8 45.2 50.0 35.5

一 般 小 売 店 ・ 専 門 店 27.6 △ 6.2 26.9 29.0 22.2 30.6

百 貨 店 7.1 △ 2.7 6.0 9.7 5.6 8.1

性別 独身・既婚別

内

容

購

入

場

所

図表３ 夏季ボーナスの使途（複数回答） 

(注 )「支給がある」を選択した回答者に占める構成比  

単位：％、ｐ

※参考
2025年

前年比 冬季 前年比 前年比 前年比 前年比

↗ 70.9 0.4 (69.7) 70.7 0.2 71.3 0.7 70.9 1.6 70.9 △ 0.6

39.8 5.6 (39.7) 38.6 1.3 42.6 13.8 40.3 7.5 39.4 4.1

28.2 △ 3.2 (34.4) 27.2 △ 3.8 30.7 △ 1.3 26.9 △ 2.2 29.1 △ 4.1

21.6 △ 2.2 (18.6) 22.8 0.7 18.8 △ 8.0 17.2 △ 6.1 24.4 0.1

16.7 △ 1.7 (18.2) 15.9 △ 1.1 18.8 △ 2.1 24.6 △ 1.3 11.7 △ 0.6

11.2 △ 1.1 (12.6) 11.0 △ 2.3 11.9 1.4 10.4 1.4 11.7 △ 3.2

7.8 △ 0.5 (10.7) 7.3 △ 2.3 8.9 3.0 3.0 1.4 10.8 △ 2.8

4.0 △ 1.0 (6.5) 4.1 △ 1.1 4.0 △ 0.6 5.2 △ 0.6 3.3 △ 1.0

3.2 △ 0.3 (5.3) 0.4 △ 0.7 9.9 2.1 3.0 △ 2.8 3.3 1.6

2.3 △ 1.5 (2.2) 2.0 △ 2.4 3.0 0.4 2.2 △ 1.5 2.3 △ 1.5

6.3 1.8 (6.1) 6.1 1.7 6.9 2.3 6.7 3.0 6.1 1.0

↘ 24.5 △ 2.6 (20.6) 28.9 △ 3.2 13.9 △ 4.4 17.2 △ 5.6 29.1 △ 1.5

↘ 52.7 △ 2.0 (58.4) 50.0 △ 3.9 59.4 3.2 56.7 2.2 50.2 △ 4.7

旅 行 ・ レ ジ ャ ー

全体 性別 独身・既婚別

男性 女性 独身 既婚

消 費

生 活 費 の 補 填

買 い 物

趣 味 ・ 娯 楽

外 食

教 育 費

交 際 費

美 容 サ ー ビ ス

そ の 他

貯 蓄 ・ 投 資

返 済

教養・スキルアップ等
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（２）購入場所 

●実店舗とネット通販を使い分ける傾向が継続 

買い物をする予定の場所（店舗形態）については、「大型専門店・量販店」が 57.1％

（同 3.0ｐ増）で最多となり、次いで「大型ショッピングセンター」が 55.1％（同 0.5

ｐ減）、「インターネット・通信販売」が 40.8％（同 6.6ｐ減）などとなった（前ペ

ージ図表４）。「インターネット・通信販売」は低下したものの、「大型専門店・量販店」

などの実店舗とインターネット等を通じた商品・サービスの購入を使い分ける傾向が

継続している。  

 

４．貯蓄・投資の動向  

（１）目 的 

●当面、もしくは将来への備えに対する意識の高まり 

使途において「貯蓄・投資」を選択した回答者にその目的を聞いたところ、回答が

多い順に「老後の生活資金」が 65.6％（前年調査比 11.3ｐ増）、次いで「病気や災害

への備え」が 24.0％（同 6.3ｐ増）、「当面の家計の補充」が 21.9％（同 1.2ｐ増）な

どとなった（図表５）。「特に目的はない」が 10ｐ以上の低下となった一方、「老後の

生活資金」と「病気や災害への備え」が伸長したほか、「当面の家計の補充」も前年を

上回った。物価の上昇などを背景に、当面、もしくは将来への備えの意識が高まって

いるとみられる。  

（２）方 法  

●ＮＩＳＡの利用が伸長 

「貯蓄・投資」の方法は「普

通預金（通常貯金）」が 73.8％

（同 2.9ｐ減）となり、次いで

「投資信託（ＮＩＳＡ利用）」

が 31.7％（同 8.0ｐ増）、「定期

性預貯金」が 23.5％（同 2.4ｐ

増）などとなった（図表５）。 

例年と同様に流動性の高い

「普通預金（通常貯金）」が主

流となったが、投資信託を中心

にＮＩＳＡ（少額投資非課税制

度）の回答割合が伸長した。新

ＮＩＳＡの制度開始から２年

が経過するなか、資産形成の手

段の一つとして利用が進んで

きていることが窺われる。  

（マネジャー 阿部 瑛子） 

 

図表５  貯蓄・投資の目的および方法(複数回答) 

(注 )「貯蓄・投資」を選択した回答者に占める構成比  

単位：％、ｐ

全体

前年比 男性 女性 独身 既婚

老 後 の 生 活 資 金 65.6 11.3 65.9 65.0 69.7 62.6

病 気 や 災 害 へ の 備 え 24.0 6.3 22.0 28.3 30.3 19.6

当 面 の 家 計 の 補 充 21.9 1.2 16.3 33.3 22.4 21.5

旅 行 ・ レ ジ ャ ー 等 資 金 18.0 △ 0.5 19.5 15.0 17.1 18.7

子 ど も 等 の 教 育 資 金 16.9 △ 4.2 15.4 20.0 3.9 26.2

特 に 目 的 は な い 9.8 △ 10.5 10.6 8.3 7.9 11.2

高 額 商 品 購 入 資 金 7.7 2.1 5.7 11.7 10.5 5.6

住 宅 新 築 ・ 改 築 資 金 5.5 0.3 6.5 3.3 3.9 6.5

宅 地 購 入 資 金 2.2 0.5 2.4 1.7 1.3 2.8

結 婚 資 金 2.2 △ 0.4 1.6 3.3 5.3 0.0

そ の 他 2.7 1.4 2.4 3.3 0.0 4.7

普 通 預 金 （ 通 常 貯 金 ） 73.8 △ 2.9 67.5 86.7 76.3 72.0

投 資 信託 （ Ｎ ＩＳ Ａ利 用） 31.7 8.0 35.8 23.3 30.3 32.7

定 期 性 預 貯 金 23.5 2.4 25.2 20.0 23.7 23.4

株 式 （ Ｎ Ｉ Ｓ Ａ 利 用 ） 19.1 1.9 23.6 10.0 17.1 20.6

生 命 保 険 10.4 3.5 8.9 13.3 10.5 10.3

投 資 信託 （ Ｎ ＩＳ Ａ以 外） 9.8 2.5 14.6 0.0 11.8 8.4

株 式 （ Ｎ Ｉ Ｓ Ａ 以 外 ） 8.7 3.5 13.0 0.0 11.8 6.5

債 券 8.2 4.8 11.4 1.7 11.8 5.6

そ の 他 2.7 △ 1.6 2.4 3.3 1.3 3.7

目

的

方

法

性別 独身・既婚別
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当社では、岩手県内の新入社員を対象として、職業観や生活観に関するアンケート調査

を行った。 

 

 

【調査結果の要約】 

１．就職活動について 

● 就職活動を振り返った感想 

「それほど厳しくなかった」（59.8％）と「楽だった」（7.3％）の合計は、67.1％

となった。7 割弱の新入社員にとって、就職活動はほぼ順調だったことが窺える。 

● 就職先として岩手県内企業を選んだ理由 

「地元への愛着がある（地元貢献を含む）」（46.3％）、「家族や友人が近くにい

る」（36.6％）、「希望の会社があった」（20.0％）が上位となった。 

２．職業観について 

● 就職先を決める際に重視したこと 

「堅実で安定性がある」（38.0％）、「労働条件（勤務時間・休日・休暇等）が

良い」（33.0％）、「仕事の内容に興味がある」（27.9％）の順となった。 

● 就職先への勤続意向 

就職先にいつまで勤めたいか聞いたところ、「定年まで勤めようと思っている」

（37.6％）が最も多く、2023 年以降トップとなっていた「定年まで勤めること

にはこだわらない」（34.8％）を上回った。 

３．生活観について 

● 初任給の使い道 

初任給の使い道については、前年は 2 位だった「生活費」（58.7％）が本年は

最も多く、前年に比べて 6.1 ポイント増加した。  

2026 年新入社員意識調査  

【調査要領】 

〇調査時期 2026 年 4 月 

〇回答者数 180 名 

（男性 97 名、女性 83 名） 

       （高校卒 55 名、専門学校卒 26 名、短大卒 2 名、大学卒 95 名、 

大学院卒・その他 2 名） 
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１．就職活動について 

（１）就職活動を振り返った感想 

就職活動を振り返った感想について、「それほど厳しくなかった」（59.8％）と「楽だっ

た」（7.3％）の合計は、67.1％となった。 

7 割弱の新入社員にとって、就職活動はほぼ順調だったことが窺える(図表１)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）就職先として岩手県内企業を選んだ理由 

就職先として岩手県内企業を選んだ理由は、「地元への愛着がある（地元貢献を含む）」

（46.3％）が最も多く、次いで、「家族や友人が近くにいる」（36.6％）、「希望の会社があ

った」（20.0％）の順となった(図表２)。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表１ 就職活動を振り返った感想 

 

6.7

12.6

6.4

5.7

8.4

26.3

16.1

17.9

26.0

27.2

59.8

65.5

69.4

61.2

59.0

7.3

5.7

5.2

5.7

5.0

1.2

1.3

0.4

0% 50% 100%

2026年

2025年

2024年

2023年

2022年

大変厳しかった 厳しかった それほど厳しくなかった 楽だった その他

図表２ 就職先として岩手県内企業を選んだ理由 (最大 2 つまでの複数回答) 

 

46.3

36.6

20.0

14.3

10.3

9.7

7.4

6.9

0.6

3.4

48.6

33.5

22.0

22.5

9.2

11.0

5.8

5.2

5.2

1.7

47.1

29.1

26.2

16.3

8.7

11.6

4.1

5.2

3.5

4.1

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地元への愛着がある（地元貢献を含む）

家族や友人が近くにいる

希望の会社があった

住居費等経済的負担が少ない

親が県内での就職を希望した

希望職種の募集があった

県外での就職を希望したが条件が合わなかった

学生時代を過ごした土地

親の面倒を見るため

その他

2026年

2025年

2024年
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図表３ 就職先を決める際に重視したこと (最大 2 つまでの複数回答) 

 

38.0

33.0

27.9

13.4

12.3

11.2

8.4

7.3

7.3

6.1

4.5

2.2

31.4

22.9

36.6

10.3

13.1

14.9

12.0

8.0

6.9

9.7

4.0

1.7

29.2

22.2

38.0

13.5

15.8

8.8

17.0

7.6

7.6

4.7

5.8

1.2

0% 10% 20% 30% 40%

堅実で安定性がある

労働条件（勤務時間・休日・休暇等）が良い

仕事の内容に興味がある

給料・ボーナス等待遇が良い

将来性がある

仕事が自分の性格に合う

スキルアップができる

自分の特技が生かせる

私生活と仕事の両立ができる

通勤の便が良い

経営者に魅力を感じた

その他

2026年

2025年

2024年

２．職業観 

（１）就職先を決める際に重視したこと 

就職先を決める際に重視したことは、「堅実で安定性がある」（38.0％）が最も多かった。

2 番目に多かった「労働条件（勤務時間・休日・休暇等）が良い」（33.0％）は、前年に比

べて 10.1 ポイント増加しており、労働条件を重視する傾向が窺える (図表３)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）社会人生活に期待すること 

社会人生活に期待することとしては、「円滑で豊かな人間関係を築きたい」（38.5％）が

最も多く、次いで「生活基盤を固めたい」（34.1％）、「社会へ貢献したい」（31.8％）の順

となった。(図表４)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表４ 社会人生活に期待すること (最大 2 つまでの複数回答) 

 

38.5

34.1

31.8

20.7

20.1

19.0

6.1

0.6

38.0

31.6

33.3

26.9

14.0

15.2

7.6

1.2

32.2

28.7

37.4

27.5

13.5

19.3

5.8

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

円滑で豊かな人間関係を築きたい

生活基盤を固めたい

社会へ貢献したい

自分の能力を発見し発揮したい

自己実現を果たしたい

様々な分野の人たちと知り合いになりたい

自分の存在感を示したい

その他

2026年

2025年

2024年
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（３）社会人生活で不安に感じること 

社会人生活で不安に感じることについては、｢仕事がうまくこなせるか」（78.9％）が最

も多く、次いで「職場の人間関係」（43.9％）となった。 

「不安なことはない」とした新入社員は 3.9％に留まっており、新入社員は社会人生活

について様々な不安を感じていることが窺える（図表５）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）仕事の内容や働き方について 

仕事の内容や働き方についての考え方は、「仕事も大事だが個人の生活も大事にしたい」

（55.1％）が最も多かった。「給料など待遇が良い仕事がしたい」（42.7％）が 2 番目に多

く、増加傾向にある (図表６)。 

 

 

 

 

 

  

図表５ 社会人生活で不安を感じること (最大 2 つまでの複数回答) 

 

78.9

43.9

20.6

16.7

5.0

4.4

3.9

2.8

0.0

75.1

47.4

23.1

17.3

6.4

5.8

1.7

2.3

1.2

69.4

40.6

26.5

17.6

7.6

5.9

2.9

1.2

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

仕事がうまくこなせるか

職場の人間関係

私生活とのバランスがとれるか

生活の環境変化への対応

十分な収入が得られるか

やりたい仕事ができるか

不安なことはない

リストラや解雇

その他

2026年

2025年

2024年

図表６ 仕事の内容や働き方についての考え方 (最大 3 つまでの複数回答) 

 
 

55.1

42.7

40.4

34.3

17.4

14.0

13.5

5.6

4.5

4.5

57.8

39.9

41.0

34.1

20.8

16.8

19.1

3.5

2.3

5.8

52.6

32.2

38.6

35.7

22.8

15.8

14.0

5.8

7.6

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

仕事も大事だが個人の生活も大事にしたい

給料など待遇が良い仕事をしたい

自分の能力を生かせる仕事をしたい

自己のスキルアップができる仕事をしたい

社会の役に立つ仕事をしたい

残業がない方が良い

人並みに働ければ良い

できれば楽な仕事が良い

会社で命じられたことはなんでもやる

副業や兼業をやってみたい

2026年

2025年

2024年
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（５）就職先での勤続意向 

就職先にいつまで勤めたいか聞いたところ、「定年まで勤めようと思っている」（37.6％）

が最も多く、2023 年以降トップとなっていた「定年まで勤めることにはこだわらない」

（34.8％）を上回った。 

また、「きっかけ、チャンスがあれば転職したい」が 17.4％、「きっかけ、チャンスがあ

れば独立したい」が 10.1％であり、新入社員の 4 分の 1 ほどは、転職あるいは独立を視野

に入れていることが窺える(図表７)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）将来目指したい役職 

将来目指したい役職を聞いたところ、「出世にこだわらない」（50.8％）が最も多かっ

た。 

また、「管理職（役員・部長・係長など）を目指す」は 41.3％となり、前年に比べて

10.5 ポイント増加した(図表８)。 

 

 

 

 

 

  

図表８ 将来目指したい役職 

 

50.8

41.3

5.6

2.2

58.7

30.8

8.1

2.3

52.0

36.8

9.9

1.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

出世にこだわらない

管理職(役員、部長、係長など)を目指す

管理職になりたくない

その他

2026年

2025年

2024年

図表７ 就職先にいつまで勤めたいか 

 

37.6

34.8

17.4

10.1

36.5

38.8

20.0

4.7

38.0

39.8

14.0

8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

定年まで勤めようと

思っている

定年まで勤めることには

こだわらない

きっかけ、チャンスがあれば

転職したい

きっかけ、チャンスがあれば

独立したい

2026年

2025年

2024年
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３．生活観 

（１）理想とする生き方 

 理想とする生き方について聞いたところ、｢仕事と趣味を両立させたい｣（74.9％）が最

も多く、次いで「幸福な家庭生活を送りたい」（40.2％）、「経済的に豊かになりたい」（27.9％）

の順となった。 

一方、「地位や名声を求めたい」（3.4％）は最下位であった。（図表９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）初任給の使い道 

初任給の使い道については、前年は 2 位だった「生活費」（58.7％）が本年は最も多く、

前年に比べて 6.1 ポイント増加した。 

次いで「貯蓄」（48.0％）、「家族へのプレゼント」（45.8％）、｢趣味｣（31.3％）の順とな

った(図表 10)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（シニアマネジャー 佐々木 邦光） 

図表 10 初任給の使い道 (最大 3 つまでの複数回答) 

 

58.7

48.0

45.8

31.3

14.5

14.5

11.2

8.9

0.0

52.6

59.1

43.9

33.3

14.6

15.2

9.9

7.0

2.9

59.6

45.6

40.4

28.1

9.9

17.5

10.5

6.4

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

生活費

貯 蓄

家族へのプレゼント

趣 味

交際費

借入返済（奨学金やクレジット含む）

わからない（決めていないを含む）

仕事用の服、靴、カバン

その他

2026年

2025年

2024年

図表９ 理想とする生き方 (最大 2 つまでの複数回答) 

 

74.9

40.2

27.9

9.5

6.1

5.0

3.4

0.6

70.2

55.6

24.6

9.4

4.1

4.1

0.6

1.2

71.9

48.5

19.3

14.0

7.6

7.0

0.6

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

仕事と趣味を両立させたい

幸福な家庭生活を送りたい

経済的に豊かになりたい

自分の能力をためす生き方をしたい

社会のために尽くしたい

会社の発展に尽くしたい

地位や名声を求めたい

その他

2026年

2025年

2024年
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